

































沖縄建設新聞』2010 年 6 月 2 日付）。


































3 『沖縄タイムス』2018 年 10 月 1 日付および『琉球新報』2018 年 10 月 1 日付。
4  沖縄総合事務局『沖縄県経済の概況』2019 年 10 月版（http://ogb. go. jp/soumu/soumu_sinkou/003093、
2019 年 12 月 25 日閲覧）。

































































いう軍票を使用していたが、1 ドル＝ 120B 円という B 円高のレートであった。この B 円
高が、輸入を促進し、卸売・小売業が発達すると同時に、製造業への資本投下は抑制され
たのである（貿易収支赤字も構造化）。






























注）大城（2002）の表 13 をもとに、沖縄県建設業協会『建設業の現況』（1972 年版）、琉球政府『沖縄経済の現状』
（各年度版）にて加筆・修正を行った。
1963 年度 1964 年度 1965 年度 1966 年度  1967 年度 1968 年度 1969 年度 1970 年度 1971 年度
軍工事完工高 na na 10.2 19 10.4 6 9.7 9.9 7.8
全体比（軍工事） na na 21.6% 25.7% 12.2% 7.2% 9.6% 6% 3.5%
建設投資 47.1 56.07 62.2 90.86 116.97 138.86 152.79 205.17 na
公共投資（構成比） 23.10% 25.20% 29.30% 23.90% 25.20% 28.50% 26.80% 21.40% na
民間投資（構成比） 76.90% 74.80% 70.70% 76.10% 74.80% 71.50% 73.20% 78.60% na
7  一体化政策は、1967 年 11 月の佐藤・ジョンソン会談を受けて施策として明確化された。そこでは、
沖縄の社会的諸制度や経済的条件などを日本本土と一体のものとし、同水準へと引き上げることが目
標とされた。










1％、大城組 15．6％と拮抗していたのに対して、67 年度には逆転した。その後、1969 年
度には、國場組 15．9％に対して大城組 5．3％と、10 ポイント以上の大幅な差がつき、そ
れ以降、國場組が建設業界の最大手としての地位を確立していくことになる 10。
（2）公共事業の拡大と建設業（1960 年代後半〜 70 年代）
このような建設業の性格が大きく変わったのは、1960 年代後半から 70 年代にかけてで
















9  國場幸太郎（1900 〜 88 年）、沖縄県国頭村生まれ。13 歳から日本本土や宮古島などで働き、1931 年
に國場組を設立。戦前は日本軍発注の軍事施設建設にも携わる。戦後、1946 年には國場組を再建し
（企業免許取得は 1949 年）、港湾労働者の統括や初期の米軍工事に携わり（若林 2015）、建設業の基
礎を築いた。その後、建設業以外にも同族企業を展開し、沖縄経済界での影響力を高めていった。
10  沖縄県建設業協会『建設業の現況』（1969 年版、70 年版、72 年版）。この背景については、４で触れ
ている経済界内部や國場組の受注構造の変化があると考えられる。今後、この点に関しては、詳細に
検討する必要がある。













といったものであった 12。1950 年代から 60 年代初頭までは、上記のような公益的な性格
を背景に、商工会議所の会頭は、特定の業界からではなく中央銀行的な役割を担っていた
琉球銀行の総裁などが就いていた（図表 3）。このような団体の性格は、1960 年代半ばか
11  1951 年に琉球商工会議所（旧）と改称。1958 年に任意団体として那覇地域で那覇商工会議所（旧）



































図表 3　1950 年代〜 60 年代初頭にかけての会頭・副会頭の所属業界
（出典）　那覇商工会議所『那覇商工会議所五五年史』、1983 年、450–456 頁および琉球商工会議所『琉球商工名鑑』
（1956 年版、58 年版、62 年版）より作成。一部について、該当する年代の所属が不明なものもある。
初代
（50 〜 51 年）
二代
（51 〜 54 年）
三代
（54 〜 55 年）
四代
（55 〜 57 年）
五代
（57 〜 61 年）
六代
（61 〜 63 年）








副会頭 建設 建設 建設 建設 工業（飼料） 工業（製糖、セメント）
13  括弧内はグループ企業（同族企業）の名称を表している。
14 「説得工作つづく　那覇商議所会頭選挙　決意堅い宮城、国場両氏」『沖縄タイムス』1967 年 7 月 8 日付。












が固まったとされている 16。この選挙の結果としては、総数 80 票のうち、國場 39 票、宮















15  那覇商工会議所『那覇商工会議所五五年史』、1983 年、421 頁。
16 「議員株　急騰に商売そっちのけ　国場新会頭出現のうらおもて」『月刊沖縄』（43 号、1967 年）およ
び「人物地帯　那覇商工会議所会頭に選ばれた　国場幸太郎」『沖縄タイムス』1967 年 7 月 11 日付など。
17 「商議所会頭選の “ 調停 ” へ　正式委員会が発足　きのう那覇商議員懇　対立好ましくない　国場、
具志堅候補も了承」『沖縄タイムス』1969 年 4 月 27 日付および「調停工作ついに不調　商議所会頭
は選挙へ」『沖縄時報』1969 年 4 月 30 日付。
18  松川久仁男「経済界の分裂をなくせ　会議所会頭選挙をめぐって」『琉球新報』1969 年 6 月 9 日付。














（出典）1950 年代から 60 年代初頭については、琉球商工会議所『琉球商工名鑑』（1956 年版、58 年版、62 年版）
より作成。1960 年代については、1965 年が琉球商工会議所『琉球商工要覧』、1968 年が那覇商工会議所『那
覇商工名鑑』および 1969 年以降については内部資料である那覇商工会議所『事業報告および決算報告書』（各
年版）を参照し、作成した。
役員構成 1956 年 1958 年 1962 年 1965 年 1966 年 1967 年 1968 年 1969 年 1970 年 1971 年 1972 年
貿易商業 7 9 13 6 na na 17 16 11 11 11
工　　業 13 16 9 11 na na 15 15 11 11 11
運　　輸 2 8 9 4 na na 5 5 7 7 8
建　　設 4 5 5 4 na na 4 4 5 5 4
金　　融 5 6 4 3 na na 3 3 3 3 3
文　　化 5 4 5 5 na na 4 4 2 2 2
そ の 他 4 4 5 1 na na 1 1 1 1 1
合　計 40 52 50 34 na na 49 48 40 40 40
うち系列（國場） 1 2 2 3 na na 7 7 9 9 8
うち系列（宮城） 1 1 1 3 na na 4 3 2 2 2
うち系列（大城） 1 1 1 3 na na 3 3 3 3 3
うち系列（具志堅） 1 1 1 1 na na 2 1 1 1 1









20 「議員株　急騰に商売そっちのけ　国場新会頭出現のうらおもて」『月刊沖縄』（43 号、1967 年）、10 頁。
21  琉球商工会議所『琉球商工名鑑』（1956 年版、58 年版、62 年版）より。実数については、図表 4 に
併せて示しているので参考されたし。





















たことから系列化されることはなかった 23。國場が全建の役員を 1980 年から 84 年まで二
期務め、中央の政財界とのつながりを強めたと考えられる一方で 24、工連は経済団体とし
ての影響力を相対的に弱めていった。














工連　経営者側の意思統一へ」『沖縄タイムス』1969 年 1 月 23 日付）。工連の経済団体としての特徴が、
ここにも現れている。
24  全国建設業協会［編］『全建 50 年のあゆみ』、1998 年、540 頁。
123日本復帰前沖縄の政治経済と経済界　─ 建設業界の動向に着目して ─
同時に、日本復帰に向けた経済開発をめぐっては、日本本土の経済界と合同で開催した
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